
令和４年度 県政運営の基本的考え方
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第4次山形県総合発展計画の推進 基本目標
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１ 「子育てするなら山形県」の実現

２ 「健康⾧寿日本一」の実現

３ 県民幸せデジタル化

４ 「１人当たり県民所得」の向上

５ やまがた強靭化

新型コロナの感染拡大は社会経済環境を大きく変えており、第４次山形県総合発展計画に掲げた基本目標や政策の柱は引き続き本県の重要な課題であるものの、計画策定時（令和２年
３月）以上に加速若しくは深掘りすべき分野・施策が明確となった。
よって、新型コロナで顕在化した課題や、新たな成⾧分野への挑戦等にも迅速に対応するため、本基本的考え方に基づき、ウィズコロナ・ポストコロナの県づくりを推進する。
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１ 次代を担い地域を支える人材の育成・確保

２ 競争力のある力強い農林水産業の振興・活性化

３ 高い付加価値を創出する産業経済の振興・活性化

４ 県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり

５ 未来に向けた発展基盤となる県土の整備・活用

顕在化した課題や新たな成⾧分野への挑戦等（総合発展計画「政策の柱」ごとの主な方向性）

・感染拡大等に伴い減少傾向にある婚姻や出産における不安の解消
・地方への人の流れを見据えた人材誘致・定着の促進

・需要や消費行動の変化に対応した農林水産物等のｅコマース等による販路拡大
・地方回帰の動きを捉えた新規就業者等の確保

・観光業や飲食業等における新しい生活様式に対応した業態転換等の促進
・リスクに対応できるサプライチェーンの再構築や企業連携による新事業展開

・感染拡大局面でも県民が安心できる医療・介護提供体制の確保
・テレワークなどＩＣＴを活用した新しい働き方の促進

・移動自粛に伴い減少した交通需要やまちの賑わいの回復促進
・気候変動対策や持続可能性を重視した地域社会づくりの推進

○ 安心して子育てできる環境の整備
○ 質の高い教育環境の整備
○ 若者・女性の就業環境の整備と女性の賃金向上
○ 地域資源を活用した移住・定住の促進、関係人口の拡大
○ 文化芸術・スポーツに親しむ環境づくり

○ 新しい生活様式にも対応した健康づくり・予防医療の促進
○ 新型コロナへの対応強化やデジタル技術の活用など
安定的な医療・介護提供体制の確保

○ 障がい者等の就労や多様な社会参加の促進

○ すべての県民がデジタル化の恩恵を受けられる社会づくり
○ 住民の利便性向上を最優先したデジタル化の推進
○ 産業分野におけるデジタル化の加速

○ 先端技術やビジネス関係人口の活用等による産業構造の転換
○ スタートアップ支援等による雇用の創出
○ 農林業をけん引する高度な人材の育成
○ 全国に誇る「果樹王国やまがた」の再生・強靭化
○ カーボンニュートラルに貢献する「森林ノミクス」の加速
○ 水産業の成⾧産業化と漁業人材の育成
○ マイクロツーリズムやワーケーションをはじめとする
新たな観光需要への対応など観光・交流の拡大

○ 流域治水などソフト・ハード両面における防災力の強化
○ 地方分散等を見据えた交通ネットワークの整備や
利活用の促進、新たな交通需要の創出

○ 地域公共交通の利便性向上
○ カーボンニュートラルの実現に向けた取組みの推進
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本県を取り巻く情勢、時代の潮流

新型コロナの感染拡大による社会への影響

・少子高齢化を伴う人口減少の加速 ・価値観の多様化（心の豊かさ等）
・社会経済のグローバル化の進展 ・技術革新やデジタル化の加速
・自然災害の頻発・激甚化 ・地球環境への意識の高まり
・ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）達成に向けた取組みの進展

・医療提供体制のひっ迫と医療機関・従事者の負担増加
・宿泊や飲食等を中心とした国内消費の減少、ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ需要の激減
・雇用環境の悪化、格差・貧困の拡大、社会的つながりの希薄化
・ひとり親家庭など女性を取り巻く環境の悪化
・学校の臨時休業や活動制限等による教育機会の損失
・伝統行事や文化芸術活動、スポーツイベント等の活動制限 など
・新しい生活様式の実践に伴う新たな需要の創出・拡大
・ＤＸ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の進展による新たな消費スタイルや
働き方の普及、企業の成⾧機会の拡大

・人々の意識や価値観の変化（地方での暮らしや仕事への関心の高まり等） など

プラス面

マイナス面

…「人口減少への対策」が構造的な課題



 


